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(57)【要約】
【課題】　従来とは異なり、マトリックスポリマーと分子鎖の絡み合いが抑制され、紡糸
過程での伸長変形を阻害し難い樹状ポリエステルを用いることにより、紡糸温度の低温化
を図るとともに、力学特性に優れた複合繊維を提供するものである。
【解決手段】　芳香族オキシカルボニル単位（Ｐ）、芳香族および脂肪族ジオキシ単位（
Ｑ）、および芳香族ジカルボニル単位（Ｒ）からなる構造単位と３官能以上の有機残基（
Ｂ）とを含み、かつ、Ｂの含有量が樹状ポリエステルを構成する全単量体に対して７．５
～５０モル％の範囲にある樹状ポリエステルを熱可塑性であるマトリックスポリマーに０
．１～１０重量％ブレンドしたポリマーが少なくとも一部を構成する複合繊維。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２種類以上のポリマーからなる複合繊維であって、芳香族オキシカルボニル単位（Ｐ）
、芳香族および／または脂肪族ジオキシ単位（Ｑ）、芳香族ジカルボニル単位（Ｒ）から
選ばれる少なくとも１種の構造単位と、３官能の有機残基（Ｂ）とを含み、かつ前記Ｐ、
Ｑ、ＲおよびＢの含有量の合計に対してＢの含有量が７．５～５０モル％であり、末端の
カルボン酸基量が１×１０-４当量／ｇ以下である樹状ポリエステルを、マトリックスポ
リマーに０．１～１０重量％添加したポリマーブレンドを少なくとも構成の一部であるこ
とを特徴とする複合繊維。
【請求項２】
　樹状ポリエステルが、カルボン酸反応性単官能化合物残基を含有することを特徴とする
請求項１記載の複合繊維。
【請求項３】
　カルボン酸反応性単官能化合物が、オルトエステル、オキサゾリン、エポキシドから選
ばれる少なくとも１種の化合物であることを特徴とする請求項２に記載の複合繊維。
【請求項４】
　マトリックスポリマーが、ポリエステル、ポリアミド、またはポリフェニレンサルファ
イドであることを特徴とする請求項１～３いずれかに記載の複合繊維。
【請求項５】
　ポリトリメチレンテレフタレートが少なくとも構成の一部であることを特徴とする請求
項１～４のいずれかに記載の複合繊維。
【請求項６】
　ポリ乳酸が少なくとも構成の一部であることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記
載の複合繊維。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、融点や粘度等が異なる２種類以上のポリマーにより構成させる複合繊維にお
いて、樹状ポリエステルが添加されたポリマーブレンドが少なくとも一部を構成する複合
繊維に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ポリエステルやポリアミドなどの熱可塑性ポリマーを用いた繊維は力学的特性や寸法安
定性に優れるため、衣料用途のみならずインテリアや車両内装、産業用途等幅広く利用さ
れており、産業上の価値は極めて高い。しかしながら、繊維の用途が多様化する現状にお
いて、その要求特性も様々なものとなり、芯鞘複合紡糸などを活用し、２種類以上の熱可
塑性ポリマーを複合繊維としたり、繊維断面を異形化する試みが検討されている。
【０００３】
　一般に、芯鞘複合繊維では、２種類以上のポリマーを組み合わせ、芯成分を鞘成分が被
覆することで、単独繊維では達成されない風合い、嵩高性などといった感性的効果、また
、強度、弾性率、耐摩耗性などといった力学特性の付与が可能となる。また、溶剤に易溶
出性を示すポリマーで鞘成分、難溶出成分で異形断面となるように芯成分を構成し、鞘成
分を溶出することで精度の高い異形断面繊維を得ることができる。通常、ポリエステルや
ポリアミドなどのポリマーを溶融紡糸によって得た場合、真円形の断面を持つことが多い
が、異形断面とすることで真円形の繊維では得られない特殊な風合いを付与したり、織り
編みの際のこなれを良くしたり、繊維を被覆する他の樹脂との接触面積を増加させ、剥離
などの問題を抑制することができる。
【０００４】
　このように既存のポリマーを組み合わせることで機能の複合化、断面形態の制御などに
より様々な特性向上が期待される複合繊維であるが、その製造においては、融点や粘度が
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異なるポリマーを口金内で複合化させ、同一の細孔から吐出することになる。この複合化
されたポリマー流の流動性を確保するためには紡糸温度の設定が非常に重要となる。
【０００５】
　複合繊維の溶融紡糸における温度条件は、組み合わせるポリマーのうち高融点や高粘度
のものによって決まるのが一般的であり、この高融点や高粘度のポリマーが良好な良流動
性を示す温度でないと実質的に紡糸はできない。このため、用途の要求特性に応じて複合
繊維を構成するポリマーの組み合わせを企画しても、実際には紡糸ができなかったり、低
融点や耐熱性の低いポリマーには過酷な紡糸温度で紡糸することになり、大きく熱分解を
引き起こし、得られる繊維は実用に耐えないものとなってしまう場合も多く、繊維の特性
や用途に制限をつくる一つの要因となっている。
【０００６】
　例えば、地球的規模での環境に対する意識が高まり、バイオマスポリマーであるポリ乳
酸は、易成形性であり、価格も低いことから多く活用方法が検討されているが、単独で繊
維化した場合には耐摩耗性や耐熱性などが低いというようないくつかの欠点を有している
。このため、複合繊維として、それらの欠点を克服しようとする試みがある。また、ポリ
乳酸はアルカリ水溶液で簡単に溶出できるために、前記した異形断面繊維や海島複合繊維
の易溶出成分（海成分）として使用することも好適である。しかしながら、ポリ乳酸は２
５０℃以上で顕著な熱分解が発生することから紡糸温度が２５０℃以上であるポリエステ
ルやポリアミドと組み合わせることはポリ乳酸の熱分解という観点から非常に困難なこと
であった。よって、ポリ乳酸と組み合わせるポリマーは共重合などすることにより融点を
降下させることも考えられるが、この場合、ポリエステルやポリアミドが本来有する優れ
た特性が大きく損なわれる場合がある。
【０００７】
　この融点を降下させる目的とは、すなわち、高融点や高粘度のポリマーの溶融時の流動
性を確保することであり、これに基づけば、高融点や高粘度のポリマーの粘度を低下させ
るために減粘剤などを添加することで流動性を向上させることが考えられる。これが可能
となれば、紡糸温度を低温化し、ポリ乳酸などの耐熱性の低いポリマーと組み合わすこと
ができるポリマーが増え、それに応じて様々な特性の向上が可能となることが考えられる
。しかしながら、一般に減粘剤と呼ばれるものは低分子量物、すなわち低融点のポリマー
を添加することにより添加されたポリマー全体の粘度を低下させるものである。一般には
、この減粘剤自体の耐熱性が低いものである場合が多く、溶融混練中などに揮発すること
により減粘効果が大きく低減するものであったり、減粘剤の分解物が繊維の特性を大きく
損なわせたりすること等から現在まで溶融紡糸に適用したもので成功した例は少ない。
【０００８】
　一方、樹状ポリマーを熱可塑性ポリマーに添加して、ポリマーの流動性を向上すること
が提案されている（特許文献１）。樹状ポリマーは分岐モノマーを介して、低分子量の主
鎖を連結することで超分岐構造を有し、その樹状ポリマー全体では高分子量体となるため
、低粘度成分添加の減粘効果を有しつつも、耐熱性が向上することとなる。特許文献１で
は、熱可塑性ポリマーと非反応性の樹状ポリマーを添加することで、流動性が向上するこ
とが開示されている。しかしながら、特許文献１に用いられる樹状ポリマーの主鎖部分は
脂肪族系ポリマーで構成されており、脂肪族系ポリマーはその分子構造から、溶融下にお
いての主鎖部の柔軟性が高く、樹状ポリマーと熱可塑性ポリマーが非反応性であるとして
も、樹状ポリマー主鎖部分と熱可塑性ポリマーの主鎖部分で分子鎖どうしの絡み合いが多
く発生してしまう場合があった。これは、樹脂の押出加工（射出成形等）では変形量が小
さく、さらに剪断変形が支配的であるため大きな問題とはならないが、紡糸などの大きな
伸長変形を伴う場合には深刻な問題を引き起こしてしまう場合があった。すなわち、分子
鎖の絡み合いの程度が大きくなることで、熱可塑性ポリマーの分子鎖がスムーズな伸長変
形することを阻害され、紡糸性を著しく損ない、場合よっては添加された熱可塑性ポリマ
ーの弾性的性質が強くなり過ぎ、口金直下でのポリマーが糸として繋がらない五月雨現象
が発生する場合がある。特に複合紡糸の場合には２種類以上のポリマーが伸長変形するこ
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とになるため、複合ポリマー流を構成するポリマーのうち１成分でも前記したような挙動
を示すと、その伸長変形の制御は非常に困難なものとなり、紡糸不能に陥る場合が多い。
【０００９】
　前記した樹状ポリマーとの絡み合いを抑制する方法としては、樹状ポリマーの主鎖に剛
直成分を組み込み溶融下での柔軟性を低下させ、熱可塑性ポリマーとの主鎖との絡み合い
を抑制する方法が提案されている（特許文献２）。しかしながら、特許文献２に記載され
る樹状ポリマーは分子末端がカルボン酸基であり、分子末端構造について考慮されていな
いことが課題として残る。このカルボン酸基は、溶融下においては自己触媒反応により、
マトリクスポリマーである熱可塑性ポリマーの加水分解を起こし、添加した熱可塑性ポリ
マーの分子量低下を招く場合があった。この現象は溶融滞留時間の短い樹脂の押出加工（
射出成形等）では大きな問題とならないが、複雑に入り組んだ配管やパック口金構造を有
する溶融紡糸機では、滞留時間が長いものとなったり、異常滞留部ができやすかったりす
るため、熱可塑性ポリマーの分子量低下が顕著化し、紡糸性や複合繊維の力学物性に大き
な影響を与える場合があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特表２００５－５１３１８６号公報（第１、２頁）
【特許文献２】特開２００８－０６９３３９号公報（第１頁）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は、融点や粘度等が異なる２種類以上のポリマーにより構成させる複合繊維にお
いて、樹状ポリエステルが添加されたポリマーブレンドが少なくとも一部を構成する複合
繊維に関するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記目的は、以下の手段により達成される。すなわち、
（１）２種類以上のポリマーからなる複合繊維であって、芳香族オキシカルボニル単位（
Ｐ）、芳香族および／または脂肪族ジオキシ単位（Ｑ）、芳香族ジカルボニル単位（Ｒ）
から選ばれる少なくとも１種の構造単位と、３官能の有機残基（Ｂ）とを含み、かつ前記
Ｐ、Ｑ、ＲおよびＢの含有量の合計に対してＢの含有量が７．５～５０モル％であり、末
端のカルボン酸基量が１×１０-４当量／ｇ以下である樹状ポリエステルを、マトリック
スポリマーに０．１～１０重量％添加したポリマーブレンドを少なくとも構成の一部であ
ることを特徴とする複合繊維、
（２）樹状ポリエステルが、カルボン酸反応性単官能化合物残基を含有することを特徴と
する（１）記載の複合繊維、
（３）カルボン酸反応性単官能化合物が、オルトエステル、オキサゾリン、エポキシドか
ら選ばれる少なくとも１種の化合物であることを特徴とする（２）に記載の複合繊維、
（４）マトリックスポリマーが、ポリエステル、ポリアミド、またはポリフェニレサルフ
ァイドであることを特徴とする（１）～（３）いずれかに記載の複合繊維、
（５）ポリトリメチレンテレフタレートが少なくとも構成の一部であることを特徴とする
（１）～（４）のいずれかに記載の複合繊維、
（６）ポリ乳酸が少なくとも構成の一部であることを特徴とする（１）～（５）のいずれ
かに記載の複合繊維、
である。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の複合繊維により、ポリマーの組み合わせに制限なく複合繊維を得ることが可能
であり、更に流動性向上に伴う紡糸温度の低下が可能となり、熱分解に伴う分子量低下が
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【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】芯鞘複合繊維の断面形状を示す図である。
【図２】星形複合繊維の断面形状を示す図である。
【図３】多葉断面（三葉）複合繊維の断面形状を示す図である。
【図４】海島型複合繊維の断面形状を示す図である。
【図５】紡糸温度とパック圧の関係を示す図である。
【図６】紡糸温度と吐出ポリマーＩＶの関係を示す図である。
【図７】延伸糸の強度を伸度の関係を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明の樹状ポリエステルは、芳香族オキシカルボニル単位（Ｐ）、芳香族および／ま
たは脂肪族ジオキシ単位（Ｑ）、芳香族ジカルボニル単位（Ｒ）から選ばれる少なくとも
１種の構造単位と、３官能の有機残基（Ｂ）とを含み、かつ前記（Ｐ）、（Ｑ）、（Ｒ）
および（Ｂ）の含有量の合計に対して（Ｂ）の含有量が７．５～５０モル％の範囲にあり
、末端のカルボン酸量が１×１０-４当量／ｇ以下である樹状ポリエステルである。
【００１６】
　ここで、芳香族オキシカルボニル単位（Ｐ）、芳香族および／または脂肪族ジオキシ単
位（Ｑ）、芳香族ジカルボニル単位（Ｒ）は、それぞれ下式で表される構造単位であるこ
とが好ましい。
【００１７】
【化１】

【００１８】
ここで、Ｒ１およびＲ３は、それぞれ芳香族残基である。Ｒ２は、芳香族残基または脂肪
族残基である。Ｒ１、Ｒ２、およびＲ３は、それぞれ複数の構造単位を含んでも良い。
【００１９】
　前記の芳香族残基としては、置換または非置換のフェニレン基、ナフチレン基、ビフェ
ニレン基などが挙げられ、脂肪族残基としてはエチレン、プロピレン、ブチレンなどが挙
げられる。Ｒ１、Ｒ２およびＲ３は、好ましくは、それぞれ下式で表される構造単位から
選ばれる少なくとも１種以上の構造単位である。
【００２０】
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【化２】

【００２１】
　ただし、式中Ｙは、水素原子、ハロゲン原子およびアルキル基から選ばれる少なくとも
１種である。式中ｎは２～８の整数である。ここで好ましいアルキル基としては、炭素数
１～４が好ましい。
【００２２】
　本発明の樹状ポリエステルは、３官能の有機残基（Ｂ）が、互いにエステル結合および
／またはアミド結合により直接、あるいは、枝構造部分（Ｐ）、（Ｑ）または（Ｒ）を介
して結合した、３分岐の分岐構造を基本骨格としている。分岐構造は、３分岐など単一の
基本骨格で形成されていてもよいし、３分岐と４分岐、３分岐と５分岐など複数の基本骨
格が共存していてもよい。ポリマーの全てが該基本骨格からなる必要はなく、例えば、末
端封鎖のために末端に他の構造が含まれても良い。また、樹状ポリエステル中には、Ｂの
３つの官能基が全て反応している構造、２つだけが反応している構造、および１つだけが
反応している構造が混在していてもよい。好ましくは（Ｂ）の３つの官能基が全て反応し
た構造が、（Ｂ）全体に対して１５モル％以上であることが好ましく、より好ましくは２
０モル％以上であり、さらに好ましくは３０モル％以上である。前記３分岐の基本骨格を
模式的に示すと、下式で示される。
【００２３】
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【化３】

【００２４】
　３官能の有機残基（Ｂ）の含有量は、前記Ｐ、Ｑ、Ｒ、およびＢの含有量の合計に対し
て７．５モル％以上であれば、得られたポリエステルは樹状構造に起因する効果を十分得
ることができる。Ｂの含有量が５０モル％以下であれば、剪断応答性の低下や流動性向上
効果が低下することもなく、ゲル化反応の抑制が可能となる。また、この範囲内であれば
、マトリクスポリマー中での樹状ポリエステル分散径を縮小できるため、マトリクスポリ
マーと配合して得られる熱可塑性樹ポリマーの流動性向上効果が向上することとなる。（
Ｂ）の含有量は、好ましくは１０～４０モル％であり、高い剪断応答性と、マトリクスポ
リマーに配合した際の流動性向上効果や樹状ポリエステルの分散径が小さくなるという点
から１５～３５モル％とすることがさらに好ましい。
【００２５】
　ここで、（Ｂ）の含有量は樹状ポリエステルの枝構造および分岐構造を構成する構造単
位に対しての値であり、末端構造を構成する残基は含まない。ここで、枝構造とは、樹状
ポリエステル中での（Ｐ）、（Ｑ）、（Ｒ）のいずれかを含有してなる直鎖ポリエステル
構造を意味しており、分岐構造とは、（Ｂ）由来の構造を意味している。
【００２６】
　本発明に用いる樹状ポリエステルは、溶融液晶性を示すことが好ましい。ここで溶融液
晶性を示すとは、室温から昇温していった際に、ある温度域で液晶状態を示すことである
。液晶状態とは、剪断下において光学的異方性を示す状態である。
【００２７】
　溶融液晶性を示すために、基本骨格は、下式で示されるように、有機残基（Ｂ）が、枝
構造部分（Ｐ）、（Ｑ）または（Ｒ）により構成される構造単位（Ｄ）を介して結合して
いることが好ましい。
【００２８】
【化４】

【００２９】
　３官能の有機残基（Ｂ）としては、カルボン酸基、ヒドロキシル基、アミノ基を含有す
る化合物の残基であることが好ましく、例えば、フロログルシノール、トリメシン酸、ト
リメリット酸、無水トリメリット酸、α－レゾルシル酸、４－ヒドロキシ－１，２－ベン
ゼンジカルボン酸、５－ヒドロキシイソフタル酸などの残基が好ましく、さらに好ましく
は、トリメシン酸、α－レゾルシル酸の残基であり、最も好ましくはトリメシン酸の残基
である。
【００３０】
　また、樹状ポリエステルの芳香族オキシカルボニル単位（Ｐ）、芳香族および／または
脂肪族ジオキシ単位（Ｑ）、芳香族ジカルボニル単位（Ｒ）は、樹状ポリエステルの分岐
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間の枝構造部分を構成する単位である。ｐ、ｑおよびｒはそれぞれ構造単位Ｐ、Ｑおよび
Ｒの平均含有率（モル比）であり、このｐ、ｑおよびｒの値は、例えば、樹状ポリエステ
ルをペンタフルオロフェノール５０重量％：重クロロホルム５０重量％の混合溶媒に溶解
し、４０℃でプロトン核の核磁気共鳴スペクトル分析を行い、それぞれの構造単位に由来
するピーク強度比から求めることができる。各構造単位のピーク面積強度比から、平均含
有率を算出し、小数点３桁は四捨五入する。
【００３１】
　ｐとｑの比率およびｐとｒの比率（ｐ／ｑ、ｐ／ｒ）は、いずれも５／９５～９５／５
の範囲が好ましく、より好ましくは１０／９０～９０／１０であり、さらに好ましくは２
０／８０～８０／２０である。この範囲であれば、液晶性が発現しやすく好ましい。ｐ／
ｑおよびｐ／ｒの比率を９５／５以下とすることで、樹状ポリエステルの融点を適当な範
囲とすることができるため好ましい。また、ｐ／ｑおよびｐ／ｒを５／９５以上とするこ
とで樹状ポリエステルの溶融液晶性を発現することができるため好ましい。
【００３２】
　前記一般式の（Ｐ）構造単位において、Ｒ１は芳香族オキシカルボニル単位由来の構造
単位であり、具体例としては、ｐ－ヒドロキシ安息香酸、６－ヒドロキシ－２－ナフトエ
酸から生成した構造単位などが挙げられる。好ましくはｐ－ヒドロキシ安息香酸由来の構
造単位であり、６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸由来の構造単位部併用することも可能で
ある。また本発明の効果を損なわない範囲でグリコール酸、乳酸、ヒドロキシプロピオン
酸、ヒドロキシ酪酸、ヒドロキシ吉草酸、ヒドロキシカプロン酸などの脂肪族ヒドロキシ
カルボン酸由来の構造単位を含有しても良い。
【００３３】
　（Ｑ）構造単位において、Ｒ２は芳香族および／または脂肪族ジオキシ単位由来の構造
単位であり、例えば、４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ハイドロキノン、３，３’，
５，５’－テトラメチル－４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ｔ－ブチルハイドロキノ
ン、フェニルハイドロキノン、メチルハイドロキノン、２，６－ジヒドロキシナフタレン
、２，７－ジヒドロキシナフタレン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン
および４，４’－ジヒドロキシジフェニルエーテル、エチレングリコール、１，３－プロ
ピレングリコール、１，４－ブタンジオールなど由来の構造単位が挙げられる。好ましく
は、４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ハイドロキノン、およびエチレングリコール由
来の構造単位であり、４，４’－ジヒドロキシビフェニルとハイドロキノンもしくは４，
４’－ジヒドロキシビフェニルとエチレングリコール由来の構造単位が含まれることが液
晶性の制御の点から好ましい。
【００３４】
　（Ｒ）構造単位において、Ｒ３は芳香族ジカルボニル単位由来の構造単位であり、例え
ば、テレフタル酸、イソフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、４，４’－ジフェ
ニルジカルボン酸、１，２－ビス（フェノキシ）エタン－４，４’－ジカルボン酸、１，
２－ビス（２－クロロフェノキシ）エタン－４，４’－ジカルボン酸および４，４’－ジ
フェニルエーテルジカルボン酸など由来の構造単位が挙げられる。好ましくはテレフタル
酸またはイソフタル酸由来の構造単位であり、特に両者を併用した場合に融点調節がしや
すく好ましい。セバシン酸やアジピン酸などの脂肪族ジカルボン酸由来の構造単位が一部
含まれることもある。
【００３５】
　本発明の樹状ポリエステルの枝構造部分は、主としてポリエステル骨格からなることが
好ましいが、カーボネート構造やアミド構造、ウレタン構造などを、特性に大きな影響を
与えない程度に導入することも可能である。中でもアミド構造を導入することが好ましい
。このような別の結合を導入することで、多種多様なマトリクスポリマーに対する相溶性
を調整することが可能であり、好ましい。アミド結合の導入の方法としては、ｐ－アミノ
安息香酸、ｍ－アミノ安息香酸、ｐ－アミノフェノール、ｍ－アミノフェノール、ｐ－フ
ェニレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミン、テトラメチレンジアミンペンタメチレンジ
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アミン、ウンデカメチレンジアミン、ドデカメチレンジアミン、２，２，４－／２，４，
４－トリメチルヘキサメチレンジアミン、５－メチルノナメチレンジアミン、ｍ－キシリ
レンジアミン、ｐ－キシリレンジアミン、１，３－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン
、１，４－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン、１－アミノ－３－アミノメチル－３，
５，５－トリメチルシクロヘキサン、ビス（４－アミノシクロヘキシル）メタン、ビス（
３－メチル－４－アミノシクロヘキシル）メタン、２，２－ビス（４－アミノシクロヘキ
シル）プロパン、ビス（アミノプロピル）ピペラジン、アミノエチルピペラジンなどの脂
肪族、脂環族、あるいは芳香族のアミン化合物などを共重合することが好ましい。中でも
ｐ－アミノフェノールまたはｐ－アミノ安息香酸の共重合が好ましい。
【００３６】
　樹状ポリエステルの枝構造部分の具体例としては、ｐ－ヒドロキシ安息香酸および６－
ヒドロキシ－２－ナフトエ酸由来の構造単位からなるもの、ｐ－ヒドロキシ安息香酸由来
の構造単位、６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸由来の構造単位、４，４’－ジヒドロキシ
ビフェニル由来の構造単位およびテレフタル酸由来の構造単位からなるもの、ｐ－ヒドロ
キシ安息香酸由来の構造単位、４，４’－ジヒドロキシビフェニル由来の構造単位、テレ
フタル酸由来の構造単位およびイソフタル酸由来の構造単位からなるもの、ｐ－ヒドロキ
シ安息香酸由来の構造単位、４，４’－ジヒドロキシビフェニル由来の構造単位、ハイド
ロキノン由来の構造単位、テレフタル酸由来の構造単位およびイソフタル酸由来の構造単
位からなるもの、ｐ－ヒドロキシ安息香酸由来の構造単位、エチレングリコール由来の構
造単位およびテレフタル酸由来の構造単位からなるもの、ｐ－ヒドロキシ安息香酸由来の
構造単位、エチレングリコール由来の構造単位、４，４’－ジヒドロキシビフェニル由来
の構造単位およびテレフタル酸由来の構造単位からなるもの、ｐ－ヒドロキシ安息香酸由
来の構造単位、ハイドロキノン由来の構造単位、４，４’－ジヒドロキシビフェニル由来
の構造単位、テレフタル酸由来の構造単位および２，６－ナフタレンジカルボン酸由来の
構造単位からなるもの、ｐ－ヒドロキシ安息香酸由来の構造単位、６－ヒドロキシ－２－
ナフトエ酸由来の構造単位、ハイドロキノン由来の構造単位およびテレフタル酸由来の構
造単位からなるものなどが挙げられる。
【００３７】
　特に好ましいのは、枝構造部分が、下式に記載した構造単位（Ｐ－Ｉ）、（Ｑ－ＩＩ）
、（Ｑ－ＩＩＩ）、（Ｒ－ＩＶ）および（Ｒ－Ｖ）から構成されること、
【００３８】
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【化５】

【００３９】
もしくは、下式に記載した構造単位（Ｐ－Ｉ）、（Ｑ－ＩＩ）、（Ｒ－ＶＩ）および（Ｒ
－ＩＶ）から構成されることである。
【００４０】

【化６】

【００４１】
　枝構造部分が、前記構造単位（Ｐ－Ｉ）、（Ｑ－ＩＩ）、（Ｑ－ＩＩＩ）、（Ｒ－ＩＶ
）および（Ｒ－Ｖ）から構成される場合には、構造単位（Ｐ－Ｉ）の含有量ｐは、各構造
単位の合計ｐ＋ｑ＋ｒに対して３０～７０モル％が好ましく、より好ましくは４５～６０
モル％である。
【００４２】
　また、構造単位（Ｑ－ＩＩ）の含有量ｑは、構造単位（Ｑ－ＩＩ）および（Ｑ－ＩＩＩ
）の合計含有量ｑに対して６０～７５モル％が好ましい。また、構造単位（Ｒ－ＩＶ）の
含有量ｒは、構造単位（Ｒ－ＩＶ）および（Ｒ－Ｖ）の合計含有量ｒに対して６０～９２
モル％が好ましい。
【００４３】
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　このような場合には、本発明の効果である、せん断応答性やマトリクスポリマーへの添
加効果が顕著に発現するため好ましい。
【００４４】
　前記のように、構造単位（Ｑ－ＩＩ）および（Ｑ－ＩＩＩ）の合計含有量ｑと（Ｒ－Ｉ
Ｖ）および（Ｒ－Ｖ）の合計含有量ｒは実質的に等モルであることが好ましいが、いずれ
かの成分を過剰に加えてもよい。
【００４５】
　枝構造部分が、前記構造単位（Ｐ－Ｉ）、（Ｑ－ＩＩ）、（Ｒ－ＶＩ）および（Ｒ－Ｉ
Ｖ）から構成される場合には、前記構造単位(Ｐ－Ｉ)の含有量ｐは、ｐ＋ｑ＋ｒに対して
３０～９０モル％が好ましく、４０～８０モル％がより好ましい。
【００４６】
　また、有機残基（Ｂ）の含有量は、樹状ポリエステルを構成する全単量体の含有量に対
して７．５モル％以上であり、１０モル％以上がより好ましく、さらに好ましくは１５モ
ル％以上である。このような場合に、枝構造部分の連鎖長が、樹状ポリエステルが樹状の
形態をとるのに適した長さとなるため好ましい。有機残基（Ｂ）の含有量の上限としては
、５０モル％以下であり、４０モル％以下がより好ましい。
【００４７】
　また本発明の樹状ポリエステルは特性に影響が出ない範囲で、部分的に架橋構造を有し
ていてもよい。
【００４８】
　本発明において、樹状ポリエステルの製造方法は、公知のポリエステルの重縮合法に準
じて製造できる。前記Ｒ１で表される構造単位から選ばれる少なくとも１種の構造単位を
含む単量体、Ｒ２で表される構造単位から選ばれる少なくとも１種の構造単位を含む単量
体およびＲ３で表される構造単位から選ばれる少なくとも１種の構造単位を含む単量体、
および、３官能の多官能単量体を反応させる方法であって、該多官能単量体の添加量（モ
ル）が、樹状ポリエステルを構成する全単量体（モル）に対して７．５モル％以上として
製造する方法が好ましい。多官能単量体の添加量は、より好ましくは１０モル％以上、さ
らに好ましくは１５モル％以上である。また、添加量の上限としては、５０モル％以下が
好ましく、より好ましくは３５モル％以下である。
【００４９】
　また、前記反応に際して、Ｒ１、Ｒ２およびＲ３で表される構造単位から選ばれる少な
くとも１種の構造単位を含む単量体をアシル化した後、３官能以上の多官能単量体を反応
させる態様も好ましい。また、Ｒ１、Ｒ２およびＲ３で表される構造単位から選ばれる少
なくとも１種の構造単位を含む単量体、および、３官能以上の多官能単量体をアシル化し
た後、重合反応させる態様も好ましい。
【００５０】
　前記構造単位（Ｐ－Ｉ）、（Ｑ－ＩＩ）、（Ｑ－ＩＩＩ）、（Ｒ－ＩＶ）および（Ｒ－
Ｖ）とトリメシン酸残基から構成される樹状ポリエステルを製造する場合を例に挙げて、
好ましい製造方法を説明する。
（１）ｐ－アセトキシ安息香酸、４，４’－ジアセトキシビフェニル、ジアセトキシベン
ゼン、テレフタル酸およびイソフタル酸から脱酢酸縮重合反応によって液晶性ポリエステ
ルオリゴマーを合成した後、トリメシン酸を加えて脱酢酸重合反応させて製造する方法。
（２）ｐ－アセトキシ安息香酸、４，４’－ジアセトキシビフェニル、ジアセトキシベン
ゼン、テレフタル酸、イソフタル酸およびトリメシン酸から脱酢酸縮重合反応によって製
造する方法。
（３）ｐ－ヒドロキシ安息香酸、４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ハイドロキノンと
テレフタル酸およびイソフタル酸に無水酢酸を反応させて、フェノール性水酸基をアシル
化した後、脱酢酸重縮合反応によって液晶性ポリエステルオリゴマーを合成し、さらにト
リメシン酸を加えて脱酢酸重合反応させて製造する方法。
（４）ｐ－ヒドロキシ安息香酸、４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ハイドロキノンと
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テレフタル酸、イソフタル酸およびトリメシン酸に無水酢酸を反応させて、フェノール性
水酸基をアシル化した後、脱酢酸重縮合反応によって製造する方法。
（５）ｐ－ヒドロキシ安息香酸のフェニルエステル、４，４’－ジヒドロキシビフェニル
、ハイドロキノン、テレフタル酸ジフェニルエステルおよびイソフタル酸ジフェニルエス
テルから脱フェノール重縮合反応により液晶性ポリエステルオリゴマーを合成した後、ト
リメシン酸を加えて脱フェノール重縮合反応によって製造する方法。
（６）ｐ－ヒドロキシ安息香酸のフェニルエステル、４，４’－ジヒドロキシビフェニル
、ハイドロキノン、テレフタル酸ジフェニルエステル、イソフタル酸ジフェニルエステル
およびトリメシン酸のフェニルエステルから脱フェノール重縮合反応によって製造する方
法。
（７）ｐ－ヒドロキシ安息香酸、テレフタル酸、イソフタル酸、トリメシン酸にジフェニ
ルカーボネートを反応させて、それぞれフェニルエステルとした後、４，４’－ジヒドロ
キシビフェニル、ハイドロキノンを加え、脱フェノール重縮合反応によって製造する方法
。
【００５１】
　なかでも（１）～（５）の製造方法が好ましく、（３）および（４）の方法がより好ま
しく、鎖長制御と立体規制の点から（４）の製造方法が最も好ましい。
【００５２】
　分子量を上げるためには、トリメシン酸のカルボン酸量に相当する分だけ、ハイドロキ
ノンや４，４’－ジヒドロキシビフェニルなどのジヒドロキシモノマーを、ジカルボン酸
モノマーに対して過剰に加え、全単量体におけるカルボン酸と水酸基当量を合わせること
が好ましい。
【００５３】
　脱酢酸重縮合反応を行う場合には、樹状ポリエステルが溶融する温度で、場合によって
は減圧下で反応させ、所定量の酢酸を留出させ、重縮合反応を完了させる溶融重合法が好
ましい。例えば、所定量のｐ－ヒドロキシ安息香酸、４，４’－ジヒドロキシビフェニル
、ハイドロキノン、テレフタル酸、イソフタル酸、トリメシン酸および無水酢酸を、攪拌
翼および留出管を備え、下部に吐出口を備えた反応容器中に仕込む。混合物を、窒素ガス
雰囲気下で攪拌しながら加熱して、水酸基をアセチル化させた後、２００～３５０℃まで
昇温して脱酢酸重縮合反応を行い、酢酸を留出させる。理論留出量の９１％まで酢酸を留
出させ、反応を完了させる。
【００５４】
　アセチル化させる条件としては、実際の製造工程を考慮すると反応温度は、１３０～１
７０℃の範囲が好ましく、反応時間は、０．５～６時間が好ましい。
【００５５】
　重縮合させる温度は、樹状ポリエステルが溶融する温度であり、好ましくは樹状ポリエ
ステルの融点＋１０℃以上の温度である。具体的には、２００～３５０℃の範囲が好まし
い。重縮合させるときの雰囲気は、常圧窒素下でも問題ないが、減圧すると反応が早く進
み、系内の残留酢酸が少なくなるため好ましい。減圧度は、０．１ｍｍＨｇ（１３．３Ｐ
ａ）～２００ｍｍＨｇ（２６６００Ｐａ）が好ましく、より好ましくは１０ｍｍＨｇ（１
３３０Ｐａ）～１００ｍｍＨｇ（１３３００Ｐａ）である。なお、アセチル化と重縮合は
同一の反応容器で連続して行っても良いし、アセチル化と重縮合を異なる反応容器で行っ
ても良い。
【００５６】
　重縮合反応が完了した後、反応容器内を樹状ポリエステルが溶融する温度に保ち、例え
ば、０．０１～１．０ｋｇ／ｃｍ２（０．００１～０．１ＭＰａ）に加圧し、反応容器下
部に設けられた吐出口より、樹状ポリエステルをストランド状に吐出する。吐出口には断
続的に開閉する機構を設け、液滴状に吐出することも可能である。吐出した樹状ポリエス
テルは、空気中もしくは水中を通過して冷却された後、必要に応じて、カッティングもし
くは粉砕される。
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【００５７】
　得られたペレット状、粒状または粉状の樹状ポリエステルは、さらに必要に応じて、熱
乾燥や真空乾燥により水、酢酸などを除く。また、重合度の微調整、あるいは、さらに重
合度を上げるために、固相重合をすることも可能である。固相重合は、例えば、前記によ
り得られた樹状ポリエステルを、窒素気流下、または、減圧下、樹状ポリエステルの融点
－５℃～融点－５０℃（例えば、２００～３００℃）の温度範囲で１～５０時間加熱する
方法が挙げられる。
【００５８】
　樹状ポリエステルの重縮合反応は無触媒でも進行するが、酢酸第一錫、テトラブチルチ
タネート、酢酸カリウムおよび酢酸ナトリウム、三酸化アンチモン、金属マグネシウムな
どの金属化合物を使用することもできる。
【００５９】
　本発明の樹状ポリエステルは、数平均分子量は１，０００～４０，０００であることが
好ましく、より好ましくは１，０００～２０，０００、さらに好ましくは１，０００～１
０，０００であり、最も好ましくは１，０００～５，０００の範囲である。なお、この数
平均分子量は、樹状ポリエステルが可溶な溶媒、例えばペンタフルオロフェノール／クロ
ロホルム（体積混合比７５／２５）混合溶媒を溶離液として用いたＧＰＣ－ＬＳ（ゲル浸
透クロマトグラフ－光散乱）法により絶対分子量として測定した値である。
【００６０】
　本発明では、分子量を制御するために単官能カルボン酸を重合系中に添加することがで
きる。単官能カルボン酸を添加することにより、過剰な重合反応を抑制し、ゲル化などの
副反応の発生を抑制することができる。単官能カルボン酸は、反応性、耐熱性やハンドリ
ング性の観点から、安息香酸またはその誘導体であることが好ましい。具体的には、安息
香酸、４－ｔｅｒｔ－ブチル安息香酸、３－ｔｅｒｔ－ブチル安息香酸、４－クロロ安息
香酸、３－クロロ安息香酸、４－メチル安息香酸、３－メチル安息香酸、２－メチル安息
香酸、３，５－ジメチル安息香酸、３，４－ジメチル安息香酸、２，３－ジメチル安息香
酸、２，４－ジメチル安息香酸、２，５－ジメチル安息香酸、２，６－ジメチル安息香酸
、４－エチル安息香酸などを添加することが可能である。添加方法は、樹状ポリエステル
の重合反応開始前に添加する方法、重合反応途中に添加する方法のいずれかを選択できる
。
【００６１】
　樹状ポリエステルのカルボン酸末端とカルボン酸反応性単官能化合物との反応方法とし
ては、樹状ポリエステルの重合反応途中に添加する方法、樹状ポリエステルの重合反応後
に、再溶融または溶媒中に溶解せしめた樹状ポリエステルとカルボン酸反応性単官能化合
物とを反応させる方法のいずれかを選択できるが、樹状ポリエステルとの反応性や安全性
の観点から、樹状ポリエステルの重合反応後に、再溶融または溶媒中に溶解せしめた樹状
ポリエステルとカルボン酸反応性単官能化合物とを反応させる方法を用いることが好まし
い。また、マトリクスポリマーや充填剤に樹状ポリエステルを配合し、成形加工する際に
カルボン酸反応性単官能化合物を同時に配合する方法を用いても良い。
【００６２】
　こうして得られた樹状ポリエステルは優れた溶融液晶性を示し、マトリクスポリマーに
配合することにより、マトリクスポリマーの流動性を改良することができるが、本発明の
製造方法の要点は、用いる樹状ポリエステルの分子末端に存在するカルボン酸基の量を１
×１０-４当量／ｇ以下としたことである。一般にカルボン酸基はプロトンが電離するこ
とにより自己触媒反応を起こし、加水分解を引き起こすことが知られている。また、加水
分解により生成したカルボン酸基が更に自己触媒反応を起こすため、ポリエステルは大き
く分子量を低下させることとなるが、本発明の製造方法に用いる樹状ポリエステルに関し
ても、同様である。また、他のマトリクスポリマーと溶融混練した場合には、樹状ポリエ
ステルが元々有するカルボン酸基に加え、加水分解による発生したカルボン酸基がマトリ
クスポリマーの分子鎖を攻撃することとなるため、吐出されたポリマーの分子量は大きく
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低下してしまう。また、樹状ポリエステルに官能基が多く存在することにより、マトリク
スポリマーによってはエステル交換反応などにより分子構造が変化し、特性を変化させて
しまう場合がある。このような現象は滞留時間が短い押出加工（例えば射出成形など）で
は大きな問題とならないものの、滞留時間が長い溶融紡糸においては無視できない問題と
なる場合がある。参考例７に記載の通り、樹状ポリエステルは分子末端を未制御のままで
は８．９５×１０－４当量／ｇと非常に多くのカルボン酸基を有する構造である。本発明
者等は樹状ポリエステルの流動性向上の効果を溶融紡糸に適用すべく鋭意検討した結果、
樹状ポリエステルの分子末端に存在するカルボン酸基量を１×１０－４当量／ｇ以下する
ことでマトリクスポリマーの加水分解を抑制できることを見出し、これを満足する樹状ポ
リエステルであれば、流動性を向上する効果が大きく、紡糸温度を低下することにより、
溶融混練時などの樹状ポリエステルおよびマトリクスポリマーの加水分解が抑制される。
よって樹状ポリエステルを添加することによる悪影響は全く考慮する必要がなくなり、単
純に紡糸温度を低下させた分熱分解が抑制され、吐出されるポリマーの分子量は向上する
こととなる。また、熱分解が抑制されることにより、分解ガスの発生が低下するため、口
金汚れが大きく抑制され、長時間安定した紡糸を可能とする。
【００６３】
　樹状ポリエステルの分子末端に存在するカルボン酸基量の定量は、中和滴定法によって
行うことができる。例えば、樹状ポリエステル０．５ｇをｏ－クロロフェノールまたはｏ
－クレゾール１０ｍＬに９０℃に加熱しながら溶解させ、冷却した後、クロロホルム４ｍ
Ｌを加える。ブロモフェノールブルー－エタノール溶液（０．２重量％）を数滴加えた後
、滴定試薬（０．０４Ｍ水酸化カリウム－メタノール溶液）をビュレットにて滴下し、中
和点に達するまでに滴下した滴定試薬量から樹状ポリエステルの末端カルボン酸量を計算
できる。
【００６４】
　本発明の製造方法に用いる樹状ポリエステルの分子末端カルボン酸基量は、カルボン酸
反応性単官能化合物を反応せしめることにより低下させることが可能であり、該単官能化
合物であれば樹状ポリエステルの流動性向上の効果を損なうことなく、分子末端のカルボ
ン酸基を低下させることができる。ここで、カルボン酸反応性単官能化合物とは、常温ま
たは加熱時にカルボン酸と反応し、エステル、アミド、ウレタン、ウレア結合を形成しう
る官能基を分子内に１つ有する化合物をいう。樹状ポリエステルの分子末端に存在するカ
ルボン酸基に、カルボン酸反応性単官能化合物を反応させ、分子末端に単官能化合物を導
入することにより、樹状ポリエステルの滞留安定性や耐加水分解性を向上させ、さらに他
のマトリクスポリマーと溶融混練した際には、マトリクスポリマーの分解を抑制できる。
【００６５】
　本発明の樹状ポリエステルに用いることのできるカルボン酸反応性単官能化合物として
は、オルトエステル、オキサゾリン、エポキシド、イソシアネート、カルボジイミド、ジ
アゾ化合物から選ばれる１種類以上の化合物である。カルボン酸との反応性およびハンド
リング性の観点から、オルトエステル、オキサゾリン、エポキシド、イソシアネートが好
ましく、中でも樹状ポリエステルの融点を高く維持できるという観点からオルトエステル
が特に好ましい。カルボン酸反応性単官能化合物は、単独で使用または２種類以上のカル
ボン酸反応性単官能化合物を併用しても構わないことは言うまでもない。
【００６６】
　前記したオルトエステル化合物としては、例えば、オルト酢酸トリメチル、オルト酢酸
トリエチル、オルト酢酸トリプロピル、オルト酢酸トリブチル、オルト酢酸トリベンジル
、オルト蟻酸トリメチル、オルト蟻酸トリエチル、オルト蟻酸トリプロピル、オルト蟻酸
トリブチル、オルト蟻酸トリベンジル、オルトプロピオン酸トリメチル、オルトプロピオ
ン酸トリエチル、オルトプロピオン酸トリプロピル、オルトプロピオン酸トリブチル、オ
ルトプロピオン酸トリベンジル、オルト安息香酸トリメチル、オルト安息香酸トリエチル
、オルト安息香酸トリプロピル、オルト安息香酸トリブチル、オルト安息香酸トリベンジ
ルなどが挙げられる。このうち、樹状ポリエステルとの反応性や親和性およびハンドリン
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グ性の観点から、オルト酢酸トリメチル、オルト酢酸トリエチル、オルト蟻酸トリメチル
、オルト蟻酸トリエチルが好ましく、熱可塑性繊維の特性への影響を予防するとい観点か
らオルト酢酸トリメチルまたはオルト酢酸トリエチルが特に好ましい。
その他のカルボン酸反応性単官能化合物として、オキサゾリン化合物としては、例えば、
２－メチル－２－オキサゾリン、２－エチル－２－オキサゾリン、２－プロピル－２－オ
キサゾリン、２－ブチル－２－オキサゾリン、２－イソプロピル－２－オキサゾリン、２
－イソブチル－２－オキサゾリン、２－ｓｅｃ－ブチル－２－オキサゾリン、２－ｔｅｒ
ｔ－ブチル－２－オキサゾリン、２－フェニル－２－オキサゾリン、２－ビフェニル－２
－オキサゾリンが挙げられ、エポキシ化合物としては、エチレンオキサイド、プロピレン
オキサイド、ブチルグリシジルエーテル、フェニルグリシジルエーテル、安息香酸グリシ
ジルエステルが挙げられる。
【００６７】
　理論的には、前記カルボン酸末端の封鎖に用いるカルボン酸反応性単官能化合物を、封
鎖したい末端基に相当する量添加することで末端封鎖が可能である。封鎖したい末端基相
当量に対して、末端封鎖に用いる有機化合物を、１．００５倍当量以上用いることが好ま
しい。また、末端封鎖に用いる有機化合物の添加量は２．５倍当量以下であれば、樹状ポ
リエステルの末端封鎖が充分行われ、かつ、カルボン酸基が系中に残存して、ガスを発生
したりすることもない。
【００６８】
　本発明者らは複合繊維おいて紡糸温度を低下させ、融点や耐熱性の異なるポリマーの組
み合わせを実現するため、鋭意検討した結果、請求項１記載の樹状ポリエステルをブレン
ドすることにより、従来の樹状ポリエステルでは問題となっていた樹状ポリエステルのカ
ルボン酸基を起点とした加水分解を抑制しつつ、流動性を向上させることに成功し、これ
がブレンドされた高融点や高粘度のポリマーを複合繊維に適用することで、力学特性に優
れた複合繊維を得ることに成功した。また、本発明の複合繊維では、紡糸温度を低下させ
ることができるため、耐熱性の低いポリマーと高融点や高粘度ポリマー、あるいは耐熱性
の低いポリマーどうしの組み合わせに用いることも有用であり、ポリマーの組み合わせに
制限なく、用途、必要特性に合わせ、様々な複合繊維を得ることができる。また、別の観
点では、複合紡糸の断面形態を制御するにあたり、組み合わせたポリマーの粘度比が非常
に重要な要素となるが、この樹状ポリエステルの添加量を変更することにより、未制御、
すなわち未添加の場合と比較して、易成形性等で優れた複合繊維を得ることが可能となる
。ここで請求項１記載の樹状ポリエステルをブレンドするマトリックスポリマーとしては
、例えば、ポリエステル、ポリアミド、ポリフェニレンスルフィド、ポリオレフィン、ポ
リカーボネート、ポリエステルカーボネート、ポリイミド、ポリアミドイミド、ポリエー
テルケトン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリフッ化ビニリデン、ポリビニールアルコ
ールおよびこれらの共重合体、エチレン酢酸ビニルなどを挙げることができる。中でも、
参考例７～１１に示すように紡糸温度を１０～１５℃低下可能であり、汎用性が高いポリ
エステルやポリアミド、参考例１２に示すように紡糸温度を２０℃低下可能な耐熱性・薬
品性に優れるポリフェニレンスルフィドが好ましい。
【００６９】
　樹状ポリエステルは本発明の目的からすると、高融点や高粘度ポリマーにブレンドし、
これらの流動性を向上することが好ましい。高融点や高粘度ポリマーに本発明の樹状ポリ
エステルが添加されていることにより、流動性が向上し、紡糸温度を未添加の場合と比較
して、１０℃以上低下させることが可能である。例えば、極限粘度が１．０ｄＬ／ｇ以上
の高分子量ポリエステルなどは、その融点はそれほど高くないものの超高粘度のため、参
考例１１に示すように紡糸温度を衣料用ポリエステル（通常ＩＶ０．６５ｄＬ／ｇ程度）
の場合に比べ１０～２０℃程度高くする場合も有る。これを複合紡糸に用いる場合には複
合ポリマー流の流動性を向上させるために通常よりも紡糸温度は高く設定する必要がある
。また、ポリ乳酸などの耐熱性の低いポリマーと組み合わせる場合には、熱分解が著しく
進行し、複合繊維の力学的特性を低下させるだけでなく、紡糸性を低下させ紡糸自体を困
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難にする場合がある。本発明の複合繊維において、樹状ポリエステルは複合繊維を構成す
るポリマーのうち高融点ポリマーに添加することが好ましい。ここで言う融点とは、示差
走査熱量測定（ＤＳＣ）で観測される融解ピークのピークトップ温度を意味し、具体的な
測定方法としては、以下のようにして行うことができる。すなわち、サンプルとして１０
ｍｇを計量し、アルミパンに封入後、ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社製ＤＳＣ２９２０
　Ｍｏｄｕｌａｔｅｄ　ＤＳＣに設置して、昇温速度１６℃／分で測定を行う。そして、
２ｎｄ　ｒｕｎにおいてそのポリマーの融解ピークのピークトップ温度をそのポリマーの
融点として求めたものである。
【００７０】
　２種類のポリマーを用いる場合には、前記した測定方法によって予め各ポリマーの融点
を測定し、各ポリマーの融点を比較して、高い方に樹状ポリエステルを添加すると良い。
同様に３種類以上のポリマーを使用する場合には、測定された融点から最も高い融点を有
するポリマーに添加することに加え、２番目以降の融点を有するポリマーに添加すると最
も融点が低いポリマーに適した紡糸温度にすることができるため、好ましい。
【００７１】
　本発明に用いるマトリクスポリマーには、熱安定性を保持するために、フェノール系お
よびリン系化合物の中から選ばれた１種以上の耐熱剤をあらかじめ添加することもできる
。かかる耐熱剤の添加量は、耐熱改良効果の点から、０．０１重量％以上が好ましく、特
に０．０２重量％以上であることが好ましい。得られる繊維への力学特性変化を予防する
ためには、添加量は、５重量％以下が好ましく、特に１重量％以下であることが好ましい
。また、フェノール系およびリン系化合物を併用して使用することは、特に耐熱性、熱安
定性および流動性保持効果が大きく好ましい。
【００７２】
　フェノール系化合物としては、ヒンダードフェノール系化合物が好ましく用いられ、中
でも、Ｎ、Ｎ’－ヘキサメチレンビス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ヒド
ロシンナミド）、テトラキス［メチレン－３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒ
ドロキシフェニル）プロピオネート］メタンなどが好ましく用いられる。
【００７３】
　リン系化合物としては、ビス（２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタ
エリスリトール－ジ－ホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ペンタエ
リスリトール－ジ－ホスファイト、ビス（２，４－ジ－クミルフェニル）ペンタエリスリ
トール－ジ－ホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、
テトラキス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－４，４’－ビスフェニレンホスファイ
ト、ジ－ステアリルペンタエリスリトール－ジ－ホスファイト、トリフェニルホスファイ
ト、３，５－ジーブチル－４－ヒドロキシベンジルホスフォネートジエチルエステルなど
が挙げられる。中でも、熱可塑性繊維の製造工程において耐熱剤が揮発や分解することを
少なくするために、融点が高いものが好ましく用いられる。さらに、紫外線吸収剤（たと
えばレゾルシノール、サリシレート）、着色防止剤（亜リン酸塩、次亜リン酸塩など）、
滑剤および離型剤（ステアリン酸、モンタン酸およびその金属塩など）、着色剤、導電剤
あるいは着色剤としてのカーボンブラック、結晶核剤、可塑剤および帯電防止剤などの通
常の添加剤、もしくは、マトリクスポリマー以外の重合体を配合することができる。
【００７４】
　本発明の複合繊維では、樹状ポリエステルをマトリクスポリマーにブレンドしたポリマ
ーブレンドの複合比率は１～９９重量％とすることが好ましいが、複合繊維を構成するポ
リマーのうち、複合比率が高いポリマーがその複合繊維の力学特性、特に強度、伸度ある
いは弾性率を決定することとなるため、目的とする機能により複合比率を決定する必要が
ある。ここで言う複合比率とは、一定量の複合繊維の重量に対する樹状ポリエステルが占
める重量比率のことを意味する。
【００７５】
　本発明の複合繊維とは、２種類以上のポリマーが組み合わされた繊維のことを意味し、
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繊維横断面において２種類以上のポリマーが層状あるいは海島状等の形態をとって存在し
ている繊維のことを言う。この複合繊維の断面形態としては、例えば、芯鞘、サイドバイ
サイドおよび海島などが挙げられる。
【００７６】
　ここで言う芯鞘の芯成分は真円に加え、星形、三葉などの多葉断面、不定形などが製造
可能である。ここで言う芯鞘複合繊維とは、図１～３に示すように、異なる２種類以上の
ポリマーが繊維軸に対して垂直の断面において、芯成分を鞘成分が被覆するように構成さ
れている繊維を意味し、樹状ポリエステルがブレンドされたポリマーブレンドはこの芯成
分あるいは鞘成分を構成ことができる。また、更なる特性の向上のために芯成分と鞘成分
を多層としたり、芯成分または／あるいは鞘成分が２種類以上のポリマーにより構成（例
えば、ポリマーアロイ）することも好適である。芯鞘複合繊維の製造方法としては、公知
の方法を用いることができ、例えば、インサート型やパイプ型などの複合口金を用いて、
芯成分と鞘成分を複合流とし、細孔から吐出することで作製させる。この時、芯成分を難
溶出成分で構成し、かつあらかじめ異形断面とし、複合繊維として紡糸し、巻き取り後に
易溶出成分を溶出することにより、例えば星形（図２）あるいは三葉などといった多葉断
面（図３）などの異形断面繊維が得られる。ここで言う異形断面とは、異形度が１．３以
上のいわゆる真円でない断面形状のことを言う。
【００７７】
　また、サイドバイサイドとは、横断面方向で見て、２種類以上のポリマーが張り合わさ
れた形態をとり構成されているものであり、このサイドバイサイド複合繊維の製造方法と
しては、公知の方法を用いることができる。例えば、少なくとも吐出直後にポリマーが接
触するように口金面の垂直方向に対して傾斜を付けた計量孔を２個以上有した細孔により
、組み合わせるポリマーをそれぞれ計量し、吐出直前に細孔内でポリマー同士が合流し、
張り合わされることにより作製される。また、別々の吐出孔を設けて、吐出直後で合流し
、張り合わせる方法も採用することができる。このサイドバイサイドにいては、２種類以
上のポリマーが多層に張り合わされていても良いし、３種類以上のポリマーを張り合わせ
ることにより、３種類以上の特性を付与することも好適である。
【００７８】
　海島型複合繊維とは、図４に示すように異なる２種類以上のポリマーが繊維方向に対し
垂直な断面に海島構造を形成しており、ここでいう海島構造とは、島成分が海成分により
複数に区別されている状態あるいは構造を形成しているもののことを言い、その区別され
た状態または島成分の断面形状に制約はなく、易溶出成分を溶出することにより、いわゆ
る極細繊維だけでなく、分割繊維等も得ることができる。
【００７９】
　本発明の樹状ポリエステルはブレンドされたポリマーブレンドはこの海成分であっても
島成分であってもよいが、前述した樹状ポリエステルの末端構造制御の効果を有効にする
のであれば、島成分（難溶出成分）に添加するのが好ましい。カルボン酸基はポリマー中
に存在することにより、自己触媒反応によって加水分解を促進させることが知られている
が、従来の樹状ポリエステルにおいては多くこのカルボン酸基を有することにより、加水
分解、すなわち溶出を促進させてしまう効果があった。このため、例えば、難溶出成分と
して高融点ポリマーを使用した場合、樹状ポリエステルを添加して、紡糸温度を低下させ
、分子量低下なく、難溶出成分および易溶出成分を吐出し、繊維化したとしても、易溶出
成分を溶出する工程において、難溶出成分として用いた高融点ポリマーまで加水分解によ
る溶解が進み、得られた極細繊維や異形断面糸の力学特性を損なうことになる。
【００８０】
　このような海島複合繊維を製造する方法としては公知のパイプ型やインサート型の海島
複合口金を用いる方法、異なる２種類のポリマーをあらかじめブレンドし、アロイポリマ
ーとして単独口金から吐出する方法、あるいはこれらの組み合わせる方法がある。
【００８１】
　本発明の複合繊維においては、高融点ポリマーの流動性を向上させ、紡糸温度を低く設
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定することができ、組み合わせたいずれのポリマーの熱分解を抑制することができること
で、優れた力学的特性を有した複合繊維となる。また、紡糸性の観点からもポリマーの熱
分解を抑制することはポリマー流動の安定性が増すため、好ましいのである。
【００８２】
　本発明の複合繊維は、紡糸温度を低下させることができるため、複合化のため組み合わ
せるポリマーをいずれも熱分解を抑制させることができ、得られる複合繊維は力学特性が
大きく向上する。これは同融点であっても高分子量ポリマーを利用することにより、通常
の紡糸温度よりも高く設定せざる得ない場合にも有効に作用し、例えば、実施例１３と比
較例７の比較からもその効果は明らかである。また、このように未延伸糸において力学特
性が優れる複合繊維は図７に示すように同伸度当たりの強度が大きく向上するように優れ
た延伸糸となる。
【００８３】
　更に、融点が大幅に異なるポリマー同士の組み合わせにも非常に有効であることは言う
までもなく、例えば、本発明の効果が顕著化する例としては、下記するようなポリマーの
組み合わせが考えられる。
【００８４】
　例えば、ポリ乳酸（ＰＬＡ）が一部を構成する複合繊維としては、最近ではバイオ原料
による合成が可能となったポリトリメチレンテレフタレート（３ＧＴ）との芯鞘構造とす
ることによりバイオ原料比率を向上させた繊維が着目されている。しかしながら、３ＧＴ
の融点が２３０℃であるため、紡糸温度は３ＧＴに合わせておのずと２４５℃以上に設定
する必要があり、２５０℃が好適に用いられている。この２５０℃という紡糸温度は、Ｐ
ＬＡの融点が１６０℃であるのに対して、９０℃も高く、結果的にＰＬＡの熱分解を著し
く進行させてしまうこととなる。一方、紡糸温度をできるだけ低温化しようと、紡糸温度
を２４５℃に設定しても、紡糸は可能であるが、３ＧＴにとっては安定紡糸限界の温度で
あるために、吐出が不安定になり、例えば、比較例１に示すように結果的に低い力学特性
となってしまう。一方、本発明の複合繊維に関しては実施例３に示したように紡糸温度を
安定紡糸限界温度かさらに１０℃低下させても問題のない紡糸性が確保されるため、優れ
た力学特性となる。また、ＰＬＡが熱分解することにより、生産に関しては、ＰＬＡの熱
分解に伴う着色や糸切れが多発するという問題、また、このように採取したＰＬＡ／３Ｇ
Ｔ芯鞘複合繊維の力学特性は当然期待される値に対して低下したものとなってしまう。
【００８５】
　また、ＰＬＡはアルカリ水溶液に易溶出性であるため、海島複合繊維における海成分と
して利用する場合があり、前記したいわゆる海島複合口金やポリマーアロイ技術を活用し
て、３ＧＴ／ＰＬＡ海島複合繊維とする場合がある。この３ＧＴ／ＰＬＡ海島複合繊維は
海成分であるＰＬＡを除去することにより、３ＧＴの特性であるソフト性や染色性を生か
した極細繊維を得ることができ、衣料用だけでなく、産業用途においても利用価値が高い
。しかしながら、この海島複合繊維を得る際にも、前記した芯鞘複合繊維の場合と同様に
紡糸温度は２４５℃以上にする必要があり、ＰＬＡの熱分解が著しく進行することとなる
。繊維表層に存在するＰＬＡの熱分解が進行すると、紡糸時の糸切れが多発することに加
え、熱分解したＰＬＡが紡糸機のガイドやローラとの擦過により削れ、紡糸装置を汚すこ
ととなり、装置の清掃周期を早めるほかこの付着した汚れによって紡糸性の低下などの問
題を起こす。また、このような結果、得られる３ＧＴ／ＰＬＡ海島複合繊維の力学特性は
低いものとなり、後加工性等が大きく低下したものとなることは言うまでもない。
【００８６】
　一方、本発明の複合繊維においては、この組み合わせで言うと高融点である３ＧＴに請
求項１記載の樹状ポリエステルを添加することにより、３ＧＴの流動性を向上させる効果
から参考例７からわかるように紡糸温度を１０℃低下させることができるため、これを複
合繊維とした場合も同様に紡糸温度が低下でき、ＰＬＡの熱分解が大きく抑制されたもの
あとなる。このため、糸切れやＰＬＡの削れなどの問題が大きく抑制され、生産性の向上
および繊維の品位を高めるのに大きく貢献できるものとなることに加え、実施例３と比較
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例１との比較からわかるように優れた力学特性を有した複合繊維となる。
【００８７】
　また、収縮特性の異なるポリマーを組み合わせることにより、独特の風合いを有した複
合繊維とする場合がある。例えば、３ＧＴとポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）をサ
イドバイサイドとして、これを熱処理等することにより収縮特性を発現させる技術がある
。この場合、３ＧＴの融点が２３０℃であるのに対して、紡糸温度はＰＥＴに合わせるこ
とになるため、２７５℃以上に設定する必要があり、３ＧＴの融点との温度差は４５℃と
３ＧＴにとっては非常に過酷な温度雰囲気にさらされることとなる。ここで問題となるの
は、３ＧＴの熱分解に起因した口金汚れである。口金汚れとは、溶融ポリマーを吐出した
際に分解物が吐出孔周りに付着し、これとポリマー流が接触することで糸切れの要因とな
る。前記したように３ＧＴ／ＰＥＴのサイドバイサイド複合繊維の場合には３ＧＴの融点
と比較して、高い紡糸温度に設定する必要があり、この口金汚れのため、生産性の悪化や
繊維の品位を落とすという問題があったが、本発明の複合繊維においては，ＰＥＴに請求
項１に記載の樹状ポリエステルを添加することにより、ＰＥＴの流動性を向上させ、参考
例１１に示したように紡糸温度を５℃以上低下することが可能なのである。この効果によ
り３ＧＴの熱分解を抑制し、口金汚れを低減することが可能になることに加え、３ＧＴの
分子量が高くなることによってより優れた収縮特性を発現させることが可能となる。また
、サイドバイサイドの場合は、ポリマーの吐出時の流速（吐出線速度）が異なると、ポリ
マーが吐出面側に屈曲してしまう糸曲がりの原因となり、紡糸性が大幅に低下することが
ある。紡糸温度が高いと経時的にポリマーの粘度が変化するため、この吐出線速度を合わ
せることが非常に困難となり、これも紡糸性や繊維の品位を落とす要因となるが、本発明
の複合繊維においては、これの抑制にも大きく貢献することができる。従来方法で行った
比較例１１では長時間紡糸した際にこの糸曲がりが確認されたが紡糸温度を低温化した実
施例１８においては糸曲がりが確認されず、長時間紡糸を行った際でも良好な紡糸性が維
持されていた。
【００８８】
　前記したようにポリフェニレンサルファイド（ＰＰＳ）は耐熱性や耐薬品性に優れるた
め、産業用途において利用価値が高い。一方、ＰＥＴは熱可塑性ポリマーの中では耐酸性
は比較的高い部類に入るが、耐アルカリ性は低く、この特性を補うには、ＰＥＴ／ＰＰＳ
芯鞘複合繊維とすることが考えられる。しかしながら、ＰＰＳは高融点ポリマーであるた
め、紡糸温度は３１０℃以上と非常に高く設定する必要があり、ＰＰＳを起因としたガス
が発生するために口金汚れが問題となることに加え、熱媒を変更する必要があることから
紡糸機を専用化しなくてはいけない場合がある。また、このＰＥＴ／ＰＰＳ芯鞘複合繊維
を考えた場合には、この高い紡糸温度のため、ＰＥＴが熱分解してしまい、繊維の力学特
性を低下させる結果となる。本発明の複合繊維においては、ＰＰＳまたは／あるいはＰＥ
Ｔに請求項１記載の樹状ポリエステルを添加することにより、ＰＰＳまたは／あるいはＰ
ＥＴの流動性を向上させることができ、参考例１２に示したように紡糸温度を１０℃低下
させることが可能となる。この結果、ＰＰＳに起因したガス発生を抑制するとともに、紡
糸温度が３００℃と一般の溶融紡糸装置においても熱媒を変更することなく紡糸が可能で
ある温度であり、産業用途における使用にも耐えうる優れた力学特性を有したＰＥＴ／Ｐ
ＰＳ芯鞘複合繊維を生産性良く採取することができる。
【００８９】
　本発明の複合繊維は、優れた特性を有するため、衣料用途に用いた場合には品位に優れ
たものとなることが言うまでもなく、図９に示したように同伸度当たりの強度が向上する
というような力学的特性が向上するために、特に産業資材用途でその特性を有効に活用す
ることができる。
【００９０】
　例えば、芯鞘複合繊維においては、屈曲疲労や摩耗特性も従来品よりも向上し、タイヤ
コードやタイヤのキャップレイヤー材などのゴム補強用途のみならず漁網や農業資材の他
、スクリーン紗などにも好適に用いることができる。
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【００９１】
　本発明の複合繊維では、強度は２ｃＮ／ｄｔｅｘ以上が好ましく、産業資材用途で必要
とされる力学的特性を考えれば、５ｃＮ／ｄｔｅｘ以上であることが好ましい。現実的な
上限としては２０ｃＮ／ｄｔｅｘである。また、伸度は延伸糸で２～６０％、特に高強度
が必要とされる産業資材分野では２～２５％、衣料用では２５～６０％とすることが好ま
しい。前記した複合繊維は、繊維巻き取りパッケージやトウ、カットファイバー、わた、
ファイバーボール、コード、パイル、織編、不織布、紙、液体分散体など多用な繊維製品
とすることができる。
【００９２】
　本発明の複合繊維を得る方法、すなわち、樹状ポリエステルのマトリクスポリマーへの
ブレンド方法および繊維化については、公知の混練方法や複合紡糸方法を採用することで
作製できる。
【００９３】
　まず、樹状ポリエステルのブレンドについては例えば以下のような方法を用いることが
できる。すなわち、請求項１に記載した樹状ポリエステルとマトリックスポリマーを必要
に応じ乾燥し、二軸押し出し混練機に導入する。この時、ブレンド装置としてはブレンド
斑を低減するために二軸押し出し混練機とすることが好ましい。ここで、作製したポリマ
ーブレンドをそのまま複合紡糸機に導いても、マスターペレットとして一旦ペレット化し
ても良い。省力化のためには混練直結紡糸が好ましく、樹状ポリエステルのブレンド率や
ポリエステル分子量が異なる品種をいくつかつくるなど汎用性を持たせるため場合にはマ
スターペレット化しておくことが好ましい。また、混練直結紡糸の場合には、二軸押し出
し混練機では一軸押し出し混練機の場合とは異なり、混練機中で誘起された発泡が仕込み
側に抜け難いため、発泡が繊維にまで混入し糸切れが頻発する場合がある。このため、特
に高分子量ポリエステルなど高粘度ポリマーをマトリックスポリマーとする場合には、二
軸押し出し混練機の吐出側でベントを行い、泡を抜く操作を行うことが好ましい。なお、
マスターペレット化場合にもガット切れが頻発する時はベントを行うことが好ましい。ま
た、本発明においては樹状ポリエステル添加による良流動化効果により、未添加の場合に
比べ同一温度であればスクリュートルクが小さくなるため、混練温度の低温化が可能であ
る。これにより、ポリマーの熱分解や熱変性、また加水分解などを抑制することができ、
バージンポリマーが本来持っていた高分子量や易加工性などを利用し易くできるのである
。先の樹状ポリエステルブレンドでマスターペレット化した場合には、紡糸過程でバージ
ンポリマーにより希釈されるわけであるが、この時も二軸押し出し混練機を用いる方がブ
ンレンドの均一性の観点から好ましい。というのは、本発明では樹状ポリエステルブレン
ド率で良流動化効果の程度が異なるため、ポリマーブレンド中でブレンドが不均一である
とスクリュートルクや先端圧、濾圧、口金背面圧、ひいては紡糸応力などの斑が発生し、
安定した紡糸が不能となる場合があるからである。
【００９４】
　本発明の樹状ポリエステルブレンドによる良流動化効果のため、未添加の場合に比べ混
練機温度を低温化できることも有用であるが、本発明においては紡糸機、特に紡糸ヘッド
の設定温度を低下させることが可能であることがその効果の特徴として挙げられる。すな
わち、２つ以上の溶融押出機を具備した複合紡糸機では溶融温度についてはおのおのポリ
マーで独立して設定できるものの、紡糸ヘッドでポリマーらは同パック内に導かれるため
、同じ温度履歴を受けることとなる。この温度を決定するのは前述したように主に高融点
や高粘度ポリマーが流動性を示す温度であり、耐熱性が低いポリマーがある場合には紡糸
ヘッド内で大きく熱分解を起こすこととなる。これが複合繊維の物性だけでなく、紡糸性
にも悪影響を与え、紡糸自体が困難となる場合が多い。このため、組み合わせるポリマー
にはおのずと制限ができてしまうのである。一方、本発明の複合繊維の場合には、樹状ポ
リエステル添加による流動性の向上を利用することにより、例えば、高融点や高粘度ポリ
マーのため通常では紡糸温度を高温化せざるを得ない場合であっても、樹状ポリエステル
添加により１０℃以上の低温化も可能であり、この効果は、高粘度ポリマーほど大きく発
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現する。このため、紡糸温度を低く設定することができ、低粘度あるいは耐熱性の低いポ
リマーの熱分解というような従来の問題を解消することが可能である。しかも、本発明者
らは樹状ポリエステル添加による流動性向上する技術を利用した紡糸技術について鋭意検
討した結果、前述したＲ２構造の構成単位に芳香族が含まれていることによって、紡糸と
いったような非常に大きい伸長変形の際にも、マトリクスポリマーへの分子鎖の絡み合い
が抑制させることにより、紡糸性良く複合繊維を得ることができることを見出した。
【００９５】
　さらに、従来の樹状ポリエステルでは、末端構造がカルボン酸基であるため、添加する
ことで加水分解速度が高まることにより、溶融時ならびに海島複合繊維などにおいては海
成分除去時に樹状ポリエステルが添加された高融点ポリマーまで加水分解が進み、分子量
を大きく低下させてしまう問題があった。本発明者らは、樹状ポリエステルを活用した複
合繊維において、かかる問題について鋭意検討した結果、参考例７に例示されるように樹
状ポリエステルの末端基のカルボン酸基量を１×１０－４当量／ｇ以下とすることにより
、前記した加水分解が大きく抑制され、分子量が維持させた様々な複合繊維を得ることが
可能となった。
【００９６】
　本発明において、紡糸温度は、可能な限り樹状ポリエステル未添加のマトリクスポリマ
ーを単独で紡糸する場合に比較して５～２０℃低下させることが好ましい。より好ましく
は、７～１５℃低下である。また、紡糸速度はマトリックスポリマーと組み合わせるポリ
マーの物性や複合繊維の目的によって異なるが、５００～６０００ｍ／分程度とすること
ができる。特に、産業資材用途で高い力学的特性が必要な場合には、高分子量ポリマーを
用い、５００～２０００ｍ／分とし、その後高倍率延伸することが好ましい。
【００９７】
　延伸に際しては、特に予熱温度を適切に設定することが好ましい。というのは本発明で
用いる樹状ポリエステルはガラス転移温度などの軟化温度が７０℃より高い場合があり、
例えばＰＥＴの通常の予熱温度である８５～９５℃程度では、樹状ポリエステルが延伸過
程で異物として振る舞い結果として延伸糸のタフネスの低下を招く場合がある。この影響
は、特に高倍率延伸時ほど顕著に現れる。このため、樹状ポリエステルの添加量が微量で
あっても予熱温度は樹状ポリエステルのガラス転移温度や軟化温度以上に設定することが
好ましい。予熱温度の上限としては、予熱過程で繊維の自発伸長により糸道乱れが発生し
ない温度とすることが好ましい。この延伸時の予熱温度設定も糸斑低減に寄与することが
できる。
【００９８】
　本発明の複合繊維から異形断面繊維を得る場合には、水酸化ナトリウム水溶液などのア
ルカリ水溶液にて易溶出成分を除去することにより難溶出成分からなる異形断面繊維を得
ることができる。本発明の複合繊維をアルカリ水溶液にて処理する方法としては、例えば
、複合繊維あるいはそれからなる繊維構造体としたあと、アルカリ水溶液に浸漬させれば
よい。この時、アルカリ水溶液は５０℃以上に加熱すると、加水分解の進行を早めるため
、好ましい。また、流体染色機などを利用し、処理すれば、一度に大量に処理をおこなう
ことができるため、生産性もよく、工業的な観点から好ましいことである。
【実施例】
【００９９】
　以下、本発明を実施例を用いて詳細に説明する。なお、実施例中の測定方法は以下の方
法を用いた。
【０１００】
　Ａ．樹状ポリエステルの絶対分子量
　樹状ポリエステルの絶対分子量は樹状ポリエステルが可溶な溶媒であるペンタフルオロ
フェノールを使用して、ＧＰＣ－ＭＡＬＬＳ（ゲル浸透クロマトグラフ（ＳｈｏｄｅｘＧ
ＰＣ－１０１）－光散乱検出器（Ｗｙａｔｔ製ＤＡＷＮ　ＨＥＬＥＯＳ））により、試料
濃度０．０４％、測定温度２３℃で測定した。
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【０１０１】
　Ｂ．樹状ポリエステルの化学組成比
　樹状ポリエステルの化学組成比は核磁気共鳴装置（日本電子製ＪＮＭ－ＡＬ４００）を
用いて、ペンタフルオロフェノール／重水素化クロロホルム（５０／５０）混合溶媒に溶
解して、４０℃で１Ｈ－ＮＭＲ測定を行い、ピーク強度比から各成分の化学組成比を算出
した。
【０１０２】
　Ｃ．樹状ポリエステルの融点
　樹状ポリエステルの融点（Ｔｍ）は、樹状ポリエステルを、示差熱量測定において、室
温から２０℃／分の昇温条件で測定した際に観測される吸熱ピーク温度（Ｔｍ１）の観測
後、Ｔｍ１＋２０℃の温度で５分間保持し、２０℃／分の降温条件で室温まで一旦冷却し
、再度２０℃／分の昇温条件で測定した際に観測される吸熱ピーク温度（Ｔｍ）とした。
【０１０３】
　Ｄ．樹状ポリエステルの液晶開始温度
　液晶開始温度は、剪断応力加熱装置（ＣＳＳ－４５０）により、剪断速度１．０（１／
秒）、昇温速度５．０℃／分、対物レンズ６０倍において測定し、視野全体が流動開始す
る温度とした。
【０１０４】
　Ｅ．樹状ポリエステルの分子末端カルボン酸基量測定
　分子末端カルボン酸基量測定は、中和滴定法によって行った。樹状ポリエステル０．５
ｇをｏ－クロロフェノール１０ｍＬに９０℃で加熱しながら溶解させ、冷却した後、クロ
ロホルム４ｍＬを加えた。ブロモフェノールブルー－エタノール溶液（０．２重量％）を
数滴加えた後、滴定試薬（０．０４Ｍ水酸化カリウム－メタノール溶液）をビュレットを
用いて滴下し、中和点に達するまでに滴下した滴定試薬量から樹状ポリエステルの末端カ
ルボン酸量を計算した。
【０１０５】
　Ｆ．ポリエステルの極限粘度（ＩＶ）（マトリクスポリマーおよび吐出ポリマー）
　ポリエステルの極限粘度はｏ－クロロフェノールに溶解してオストワルド式粘度計を用
いて２５℃で測定した。
【０１０６】
　Ｇ．ナイロンの相対粘度（ηｒ）（マトリクスポリマーおよび吐出ポリマー）
　９８％硫酸水溶液にナイロンを溶解し０．０１ｇ／ｍＬの濃度に調整した後、オストワ
ルド式粘度計を用いて２５℃で測定した。
【０１０７】
　Ｈ．重量平均分子量
　ポリ乳酸の重量平均分子量は以下のようにして求めた。試料のクロロホルム溶液にＴＨ
Ｆ（テトロヒドロフラン）を混合し測定溶液とした。これをＷＡＴＥＲＳ社製ＧＰＣ Ｗ
ＡＴＥＲＳ２６９０を用いて２５℃で測定し、ポリスチレン換算で重量平均分子量を求め
た。
【０１０８】
　Ｉ．融点
　ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社製ＤＳＣ２９２０　Ｍｏｄｕｌａｔｅｄ　ＤＳＣを用
いて２ｎｄ　ｒｕｎでポリマーの融解を示すピークトップ温度をポリマーの融点とした。
この時の昇温速度は１６℃／分、サンプル量は１０ｍｇとした。
【０１０９】
　Ｊ．繊維の単糸繊度
　繊維を検尺機によって１００ｍの小綛とし、その重量を１００倍することにより、総繊
度とした。総繊度をフィラメント数で割ることで、単糸繊度を算出した。
【０１１０】
　Ｋ．繊維の力学特性（強度、伸度、タフネス）
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　室温（２５℃）で、初期試料長＝２００ｍｍ、引っ張り速度＝２００ｍｍ／分とし、Ｊ
ＩＳ　Ｌ１０１３に示される条件で荷重－伸長曲線を求めた。次に破断時の荷重値を初期
の繊度で割り、それを強度とし、破断時の伸びを初期試料長で割り伸度として強伸度曲線
を求めた。また、下記式に従い、強度および伸度からタフネスを算出した。弾性率は荷重
－伸長曲線の初期立ち上がり部分を直線近似し、その傾きから求めた
（タフネス）＝（強度）×√（伸度）　　（ｃＮ／ｄｔｅｘ・％１／２）
　Ｌ．複合繊維の断面形態観察
　複合口金から吐出された複合ポリマー流を口金下で冷却固化後サンプリングし、得られ
たガット状サンプル1本を剃刀にて繊維軸に対して垂直方向に切断した。この切断面を４
００倍に設定した実体顕微鏡にて観察した。
【０１１１】
　参考例１（樹状ポリエステルＡ－１の合成）
　攪拌翼および留出管を備えた５００ｍＬの反応容器にｐ－ヒドロキシ安息香酸６６．３
ｇ（０．４８モル）、４，４’－ジヒドロキシビフェニル８．３８ｇ（０．０４５モル）
、テレフタル酸７．４８ｇ（０．０４５モル）、固有粘度が約０．６ｄｌ／ｇのポリエチ
レンテレフタレ－ト１４．４１ｇ（０．０７５モル）、トリメシン酸３１．５２ｇ（０．
１５モル）を加えておよび無水酢酸６２．４８ｇ（フェノール性水酸基合計の１．００当
量）を仕込み、窒素ガス雰囲気下で攪拌しながら１４５℃で２時間反応させた。その後、
２８０℃まで昇温し、３時間攪拌し、理論留出量の９１％の酢酸が留出したところで加熱
および攪拌を停止し、内容物を冷水中に吐出した。
【０１１２】
　得られた樹状ポリエステルを、乾燥機を用いて１１０℃で５時間乾燥した後、ブレンダ
ーを用いて粉砕し、得られた樹状ポリエステル粉末を、真空加熱乾燥機を用いて１００℃
で１２時間加熱真空乾燥した。
【０１１３】
　乾燥後の樹状ポリエステル粉末７０ｇと、カルボン酸反応性単官能化合物としてオルト
酢酸エチル３１．４ｇ（０．１９モル）を、撹拌翼を備えた５００ｍＬの反応容器に仕込
み、２００℃に昇温した。２００℃で２０分撹拌した後、内容物を冷水中に吐出した。
【０１１４】
　得られた樹状ポリエステル（Ａ－１）について、核磁気共鳴スペクトル分析を行った結
果、トリメシン酸残基に対して、ｐ－オキシベンゾエート単位の含有量ｐが２．６６、４
，４’－ジオキシビフェニル単位とエチレンオキシド単位の含有量ｑが０．６６、テレフ
タレート単位の含有量ｒが０．６６であり、ｐ＋ｑ＋ｒ＝４であった。
【０１１５】
　得られた樹状ポリエステル（Ａ－１）の融点Ｔｍは１７２℃、液晶開始温度は１３１℃
で、数平均分子量２１００であった。
【０１１６】
　また、得られた樹状ポリエステル（Ａ－１）の分子末端カルボン酸基量は、０．２３×
１０－６当量／ｇであった。
【０１１７】
　参考例２（樹状ポリエステルＡ－２の合成）
　カルボン酸反応性単官能化合物をオルト酢酸エチル２０．９ｇ（０．１３モル）である
以外は参考例１と同様にして、樹状ポリエステル（Ａ－２）を得た。得られた樹状ポリエ
ステルの評価結果を表１に示す。
【０１１８】
　参考例３（樹状ポリエステルＡ－３の合成）
　カルボン酸反応性単官能化合物を２－フェニル－２－オキサゾリン２８．５ｇ（０．１
９モル）である以外は参考例１と同様にして、樹状ポリエステル（Ａ－３）を得た。得ら
れた樹状ポリエステルの評価結果を表１に示す。
【０１１９】
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　参考例４（樹状ポリエステルＡ－４の合成）
　カルボン酸反応性単官能化合物を安息香酸グリシジルエステル３４．４ｇ（０．１９モ
ル）である以外は参考例１と同様にして、樹状ポリエステル（Ａ－４）を得た。得られた
樹状ポリエステルの評価結果を表１に示す。
【０１２０】
　参考例５（樹状ポリエステルＢ－１の合成）
　攪拌翼および留出管を備えた５００ｍＬの反応容器にｐ－ヒドロキシ安息香酸６６．３
ｇ（０．４８モル）、４，４’－ジヒドロキシビフェニル８．３８ｇ（０．０４５モル）
、テレフタル酸７．４８ｇ（０．０４５モル）、固有粘度が約０．６ｄｌ／ｇのポリエチ
レンテレフタレ－ト１４．４１ｇ（０．０７５モル）、トリメシン酸３１．５２ｇ（０．
１５モル）を加えておよび無水酢酸６２．４８ｇ（フェノール性水酸基合計の１．００当
量）を仕込み、窒素ガス雰囲気下で攪拌しながら１４５℃で２時間反応させた。その後、
２８０℃まで昇温し、３時間攪拌し、理論留出量の９１％の酢酸が留出したところで加熱
および攪拌を停止し、内容物を冷水中に吐出し、分子末端を封鎖していない樹状ポリエス
テル（Ｂ－１）を得た。樹状ポリエステルＢ－１の評価結果を表１に示す。
【０１２１】
　参考例６（樹状ポリエステルＢ－２の合成）
　カルボン酸反応性単官能化合物をオルト酢酸エチル７．８５ｇ（０．０５モル）である
以外は参考例１と同様にして、分子末端の封鎖を不十分とした樹状ポリエステル（Ｂ－２
）を得た。樹状ポリエステルＢ－２の評価結果を表１に示す。
【０１２２】
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【表１】

【０１２３】
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　参考例７
　参考例１で合成した樹状ポリエステルＡ－１と、マトリックスポリマーとしてＩＶ１．
５１ｄＬ／ｇのポリトリメチレンテレフタレート（３ＧＴ　融点２３０℃）を乾燥した後
、別々に計量し、独立に二軸混練機（１５ｍｍφ、Ｌ／Ｄ＝１５）に仕込んだ。この時、
樹状ポリエステルの添加量は、１重量％とした。二軸押出混練機のスクリュー回転数は１
００ｒｐｍとし、二軸押出混練機の吐出側でベントを行い、泡を消した。吐出量は２０ｇ
／分で絶対濾過径１０μの金属不織布で濾過した後、丸孔２４ホール（φ＝０．３ｍｍ　
Ｌ／Ｄ＝１．５）の口金から吐出した。紡糸温度（混練機および紡糸ヘッド）を２５０～
２３５℃まで段階的に変更し、そのパック圧と吐出ポリマーのＩＶについて調べた。また
、この比較として、紡糸温度を２４５℃に固定し、樹状ポリエステルを未添加の場合、樹
状ポリエステルを参考例５で合成した樹状ポリエステルＢ－１とした場合（末端封鎖なし
）および参考例６で合成した樹状ポリエステルＢ－２とした場合（末端封鎖が不十分）を
同様に紡糸した。
【０１２４】
　紡糸温度とパック圧の関係を図５にパック圧と吐出ポリマーＩＶの関係を図６に示す。
【０１２５】
　樹状ポリエステルＡ－１が添加された場合は、未添加の場合と比較して、パック圧合わ
せで紡糸温度が１０℃低下できることがわかった。また、樹状ポリエステルＢ－１および
樹状ポリエステルＢ－２が添加されたものについては、パック圧が低下するものの、図６
からわかるように吐出ポリマーＩＶが樹状ポリエステルＡ－１添加のものと比較して低下
したものであることがわかった。結果を表２に示す。
【０１２６】
　参考例８
　紡糸温度を２４０℃とし、添加する樹状ポリエステルを参考例２で合成した樹状ポリエ
ステルＡ－２、参考例３で合成した樹状ポリエステルＡ－３、参考例４で合成した樹状ポ
リエステルＡ－４と変更したこと以外は全て参考例７に従って紡糸した。結果、未添加の
場合と比較して、紡糸温度を低下しているにも関わらずパック圧は低下しており、更に樹
状ポリエステルＢ－１添加の場合や樹状ポリエステルＢ－２添加の場合と比較して、吐出
ポリマーのＩＶは高くなることがわかった。結果を表２に示す。
【０１２７】
　参考例９
　紡糸温度を２３５℃に固定し、樹状ポリエステルＡ－１の添加量を０．１重量％および
１０重量％と変更したこと以外は全て参考例７に従い実施した。
【０１２８】
　結果、添加量０．１重量％の場合でも良流動性の効果が得られていることがわかり、１
０重量％では大幅にパック圧が低下させることができることがわかった。また、吐出ポリ
マーのＩＶについても、維持されていることが確認された。結果を表２に示す。
【０１２９】
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【表２】

【０１３０】
　参考例１０
　マトリクスポリマーをηｒ２．５のナイロン６（Ｎ６　融点２２０℃）として、表３に
示す条件に示したように紡糸温度を変化させて紡糸を行い、パック圧を調べた。
【０１３１】
　樹状ポリエステルＡ－１を添加した場合は未添加の場合と比較して、紡糸温度を１５℃
低下した場合でもパック圧が同等であり、Ｎ６に添加した場合でも効果が高く、紡糸温度
低下が可能であることがわかった。結果を表３に示す。
【０１３２】
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　参考例１１
　マトリクスポリマーをＩＶ１．１６ｄＬ／ｇ（Ｈ－ＰＥＴ）およびＩＶ０．６５ｄＬ／
ｇ（Ｒ－ＰＥＴ）のＰＥＴ（いずれも融点２６０℃）として、表３に示す条件に示したよ
うに紡糸温度を変化させて紡糸を行い、パック圧を調べた。
【０１３３】
　マトリクスポリマーをＰＥＴとした場合でも樹状ポリエステルを添加したことによる良
流動性の効果から紡糸温度を１５℃以上低下させることができることがわかった。またこ
の効果がＩＶに係わらず発揮されることがわかった。結果を表３に示す。
【０１３４】
　参考例１２
　マトリクスポリマーをＰＰＳとして、表３に示す条件に示したように紡糸温度を変化さ
せて紡糸を行い、パック圧を調べた。
【０１３５】
　マトリクスポリマーをＰＰＳとした場合でも樹状ポリエステルを添加したことによる良
流動性の効果から紡糸温度を１８℃低下させることができことがわかった。結果を表３に
示す。
【０１３６】
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【表３】

【０１３７】
　実施例１～３、比較例１
　光学純度９９％のポリＬ乳酸（ＰＬＡ重量平均分子量１１万　融点１６０℃）と参考例
７で用いたＩＶ１．５１ｄＬ／ｇのポリトリメチレンテレフタレート（３ＧＴ　融点２３
０℃）に樹状ポリエステルＡ－１を１重量％添加したポリマーブレンドをそれぞれ２１０
℃、２４５℃にて溶融後、ポンプによる計量を行い、紡糸温度２５０℃にてＰＬＡが芯成
分、（３ＧＴ＋樹状ポリエステルＡ－１）が鞘成分になるように図１に示すような同心円
型芯鞘複合繊維になるように公知の芯鞘複合口金に流入させた。芯鞘複合比は芯成分／鞘
成分＝３０／７０となるようにし、芯鞘を合わせた単孔吐出量は０．８ｇ／分で丸孔２４
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ホール（φ＝０．３ｍｍ）の口金から紡糸を行い、ユニフローの冷却風帯域を通過させた
後、給油し紡糸速度１５００ｍ／分で巻き取った。
【０１３８】
　参考例７において３ＧＴ（鞘成分）に樹状ポリエステルがブレンドされたポリマーブレ
ンドとすることによる流動性の向上により紡糸温度を１０℃低下できることが確認された
ため、紡糸温度は２４５℃から段階的に低下させた（実施例１～３）。これの比較として
、紡糸温度を２４５℃とし、樹状ポリエステル未添加とした場合も同様に紡糸を行った（
比較例１）。
【０１３９】
　得られた芯鞘複合繊維の物性を比較すると、比較例１については、若干吐出が不安定に
なるため、力学特性が低下してしまい、結果、本発明の繊維（実施例１～３）は、いずれ
も比較例１と比較して力学物性（タフネス）が向上し、品位に優れたＰＬＡ／３ＧＴ芯鞘
複合繊維になっていることがわかった。また、紡糸性という観点においては、比較例１に
おいては、８時間紡糸後の口金面を見ると、分解ガスの発生により２４ホール中１０ホー
ルで吐出孔付近に白濁した分解物が付着しているのに対し、実施例３においては２４ホー
ル中１ホールに微細な付着物が見られる程度であり、本発明においては口金汚れを抑制す
る効果に優れたものであることがわかった。結果を表４に示す。
【０１４０】
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【表４】

【０１４１】
　実施例４～６
　添加する樹状ポリエステルを参考例２で合成した樹状ポリエステルＡ－２（実施例４）
、参考例３で合成した樹状ポリエステルＡ－３（実施例５）、参考例４で合成した樹状ポ
リエステルＡ－４（実施例６）としたこと以外は全て実施例２（紡糸温度２４０℃）に従
い紡糸した。
【０１４２】
　得られた芯鞘複合繊維の力学物性は比較例１と比較して向上していることがわかった。
また、紡糸性についても問題なく、良好にＰＬＡ／３ＧＴ芯鞘複合繊維を採取することが
できた。結果を表５に示す。
【０１４３】
　比較例２，３
　添加する樹状ポリエステルを参考例５で合成した樹状ポリエステルの末端が封鎖されて
いないＢ－１（比較例２）、参考例６で合成した樹状ポリエステルの末端封鎖が不十分な
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Ｂ－２（比較例３）としたこと以外は全て実施例３（紡糸温度２４０℃）に従い紡糸した
。
【０１４４】
　比較例１と比較すると、力学特性は向上したものであるが、本発明のＰＬＡ／３ＧＴ芯
鞘複合繊維と比較すると、力学特性が低下したものであった。更に紡糸８時間後の口金面
を見ると、比較例２では、２４ホール中８ホールで吐出孔付近に白濁した分解物が付着し
ており、比較例３では、２４ホール中５ホールで分解物の付着があることがわかり、参考
例７の結果でも吐出ポリマーＩＶの低下が観られていることから、樹状ポリエステルのカ
ルボン酸基の自己触媒反応によって加水分解が進行し、分子量が低下したものであった。
結果を表３に示す。
【０１４５】
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【表５】

【０１４６】
　実施例７，８、比較例４
　鞘成分として、参考例１０で用いたηｒ２．５のナイロン６（Ｎ６　融点２２０℃）に
樹状ポリエステルＡ－１を２重量％添加したポリマーブレンドを用い、紡糸温度を２５５
℃としたこと以外は全て実施例１に従い芯鞘複合繊維を得た（実施例７）。
【０１４７】
　紡糸温度の低下による力学特性向上の効果を確かめるため、紡糸温度は２４５℃に低下
させ、同様に紡糸を行った（実施例８）。これの比較として、樹状ポリエステル未添加と
した場合も実施例７に従い紡糸を行った（比較例４）。
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【０１４８】
　得られた芯鞘複合繊維の物性を比較すると、実施例７および実施例８は力学物性（タフ
ネス）が向上していることがわかった。また、紡糸性という観点においては、比較例４に
おいては紡糸温度が高いため、分解ガスが多く発生し、紡糸ヘッドのハウジング内に分解
物が多く付着しているのに対して、実施例８においては分解物の付着がほとんど見られな
かった。結果を表６に示す。
【０１４９】
【表６】

【０１５０】
　実施例９，１０、比較例５，６
　参考例１０で用いたηｒ２．５のＮ６と樹状ポリエステルＡ－１を２重量％となるよう
にドライブレンドしたものと光学純度９９％のポリＬ乳酸（ＰＬＡ重量平均分子量１１万
）を乾燥した後、混練比率（Ｎ６＋Ａ－１）／ＰＬＡ＝４０／６０となるように別々に計
量して二軸押し出し混練機（混練温度２２０℃）に仕込んでアロイポリマーとして吐出し
、水槽中で冷却固化することでガット化した後、ペレットとした。この（Ｎ６＋Ａ－１）
／ＰＬＡアロイポリマーを単独成分の溶融紡糸機に挿入し、紡糸温度２３５℃、単孔吐出
量は０．８ｇ／分で丸孔２４ホール（φ＝０．３ｍｍ）の口金から紡糸を行い、ユニフロ
ーの冷却風帯域を通過させた後、給油し紡糸速度３５００ｍ／分で巻き取った。採取した
繊維の横断面ではＰＬＡが海成分を形成し、Ｎ６が微細に分散して島成分をなしている図
４に示すような海島複合繊維となっていた。
【０１５１】
　また、紡糸温度低下の効果を確かめるため、紡糸温度は２３０℃として力学特性を調べ
た（実施例１０）。これの比較として、樹状ポリエステル未添加として紡糸温度を２３５
℃とした場合（比較例５）、紡糸温度を２３０℃とした場合（比較例６）として同様に紡
糸を行った。
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【０１５２】
　実施例１０では紡糸温度を５℃低下させているにも係わらず、良好な紡糸性が維持され
ていたが、比較例６のように樹状ポリエステルを添加せず紡糸温度の低下を行った場合は
、溶融吐出は可能であるものの、パック圧が増加し、吐出孔直下でポリマー流が膨れ上が
る（バラス）現象が見られ、紡糸速度３５００ｍ／分では満足に巻き取ることができなか
った。
更に、紡糸温度を低下させた実施例１０においては比較例５と比較して力学特性に優れた
海島複合繊維となり、後加工性に優れるものであった。結果を表７に示す。
【０１５３】
【表７】

【０１５４】
　実施例１１～１３、比較例７
　芯成分として、参考例１１で用いたＩＶ１．１６ｄＬ／ｇの高分子量ＰＥＴ（Ｈ－ＰＥ
Ｔ　融点２６０℃）と参考例１で合成した樹状ポリエステルＡ－１を別々に計量して、樹
状ポリエステルが１重量％となるように投入し、鞘成分として参考例１２で用いたＩＶ０
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．６５ｄＬ／ｇのＰＥＴ（Ｒ－ＰＥＴ　融点２６０℃）樹状ポリエステルを未添加のまま
を投入して、それぞれ押出温度３００℃、２８０℃として、溶融し、公知の複合紡糸方法
に従って、複合比率が芯成分／鞘成分＝８０／２０となるように同心円型芯鞘複合繊維を
得た。芯鞘成分を合わせた単孔吐出量は２．０ｇ／分で丸孔１０ホール（φ＝０．６ｍｍ
）の口金から紡糸を行い、ユニフローの冷却風帯域を通過させた後、給油し巻き取った。
紡糸速度を９００ｍ／分に固定し、紡糸温度低下に伴う、力学特性の向上効果を調べた。
【０１５５】
　また、比較例７の力学物性と比較して、紡糸温度を低下させるに伴ってさらに力学特性
（タフネス）が向上し、実施例１３においては、比較例７と比較して力学特性（タフネス
）が大きく向上したものであった。結果を表８に示す。
【０１５６】
【表８】

【０１５７】
　実施例１４～１６、比較例８～１０
　実施例１１，１３および比較例７で得られたＰＥＴ芯鞘複合繊維（未延伸糸）を延伸・
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熱処理した。この時、延伸機としては３ホットローラー型延伸機を用い、フィードローラ
ー（非加熱）、第１ホットローラー、第２ホットローラー、第３ホットローラー、デリバ
リーローラー（非加熱）と糸を通して延伸・熱処理を行った。第１ホットローラー温度（
予熱温度）を９０℃、第２ホットローラー温度を１５０℃、第３ホットローラー温度を２
３０℃とし、第１ホットローラーと第２ホットローラー間の延伸倍率を３．４に固定し、
第２ホットローラーと第３ホットローラー間の延伸倍率を変化させた。表７にはフィード
ローラーからデリバリーローラーまでの総延伸倍率を示した。
【０１５８】
　　採取した延伸糸の強度と伸度の関係を図７にプロットしたが、紡糸温度を低下させた
実施例１３を未延伸糸とした実施例１４～１６は、比較例８～１０に比べ同一伸度での強
度が高いものであり、力学特性に優れた複合繊維が得られていることがわかった。また、
強度と同様に実施例１４～１６はいずれも比較例８～１０と比較して、同伸度当たりの弾
性率が増加していることがわかった。結果を表９に示す。
【０１５９】

【表９】

【０１６０】
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　実施例１７，１８、比較例１１
　Ａ成分として参考例７で用いたＩＶ１．５１ｄＬ／ｇの３ＧＴ（融点２３０℃）とＢ成
分として参考例１２で用いたＩＶ０．６５ｄＬ／ｇのＰＥＴ（融点２６０℃）に樹状ポリ
エステルＡ－１を１重量％添加したポリマーブレンドをそれぞれ２５０℃と２７５℃で溶
融後、紡糸温度を２７５℃として、公知のサイドバイサイド複合口金においてサイドバイ
サイドの断面形態となるように細孔に流入させた。複合比はＡ成分／Ｂ成分となるように
し、Ａ成分とＢ成分をあわせた単孔吐出量は０．８ｇ／分で丸孔２４ホール（φ＝０．３
ｍｍ）の口金から紡糸を行い、ユニフローの冷却風帯域を通過させた後、給油し紡糸速度
１５００ｍ／分で巻き取った。
【０１６１】
　参考例１２においてＰＥＴ（Ｂ成分）に樹状ポリエステルがブレンドされたポリマーブ
レンドとすることによる流動性の向上により紡糸温度を１０℃以上低下できることが確認
されたため、紡糸温度は２７５℃から低下させた（実施例１８）。これの比較として、紡
糸温度を２７５℃とし、樹状ポリエステル未添加とした場合も同様に紡糸を行った（比較
例１１）。
【０１６２】
　得られたサイドバイサイド複合繊維の物性を比較すると、比較例１１と比較して、実施
例１７および実施例１８は力学物性（タフネス）が向上し、品位に優れた３ＧＴ／ＰＥＴ
サイドバイサイド複合繊維が得られていることがわかった。また、紡糸性という観点にお
いては、比較例１１においては紡糸温度が高いため、８時間紡糸後の口金面を見ると、２
４ホール中８ホールで糸曲がりが見られるのに対し、実施例１８においては２４ホール中
いずれにおいても糸曲がりを確認することができなかった。本発明においては紡糸性の維
持にも有効であることがわかった。結果を表１０に示す。
【０１６３】
【表１０】
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【０１６４】
　実施例１９．２０、比較例１２
　参考例１１で用いたＩＶ１．１６ｄＬ／ｇの高分子量ＰＥＴ（Ｈ－ＰＥＴ　融点２６０
℃）と参考例１２で用いたＰＰＳ（融点２８０℃）に樹状ポリエステルＡ－１を１重量％
添加したポリマーブレンドをそれぞれ３００℃、３１０℃にて溶融後、ポンプによる計量
を行い、紡糸温度２５０℃にて高分子量ＰＥＴが芯成分、（ＰＰＳ＋樹状ポリエステルＡ
－１）が鞘成分とし、図１に示すような同心円型芯鞘複合繊維になるように公知の芯鞘複
合口金に流入させた。芯鞘複合比は芯成分／鞘成分＝７０／３０となるようにし、芯鞘を
合わせた単孔吐出量は０．８ｇ／分で丸孔２４ホール（φ＝０．３ｍｍ）の口金から紡糸
を行い、ユニフローの冷却風帯域を通過させた後、給油し紡糸速度１０００ｍ／分で巻き
取った。
【０１６５】
　参考例１２においてＰＰＳ（鞘成分）に樹状ポリエステルがブレンドされたポリマーブ
レンドとすることによる流動性の向上により紡糸温度を１０℃以上低下できることが確認
されたため、紡糸温度は３１０℃から低下させた（実施例２０）。これの比較として、紡
糸温度を３１０℃とし、樹状ポリエステル未添加とした場合も同様に紡糸を行った（比較
例１２）。
【０１６６】
　得られた芯鞘複合繊維の物性を比較すると、比較例１２と比較して、実施例１９および
実施例２０と紡糸温度を低下させることにより、力学物性（タフネス）が向上し、品位に
優れたＨ－ＰＥＴ／ＰＰＳ芯鞘複合繊維になっていることがわかった。また、紡糸性とい
う観点においては、比較例１２においては紡糸温度が高いため、分解ガスの大量に発生し
、かつ２４時間巻き取りにおける糸切れ回数は５回であったのに対し、実施例２０に関し
ては、分解ガスが大きく抑制されており、糸切れすることがなかった。本発明においては
糸切れを抑制する効果に優れたものであることがわかった。結果を表１１に示す。
【０１６７】
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【表１１】

【符号の説明】
【０１６８】
１：芯成分
２：鞘成分
３：難溶出成分（星形）
４：易溶出成分
５：難溶出成分（三葉）
６：易溶出成分
７：島成分
８：海成分
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